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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第88期

第３四半期
連結累計期間

第89期
第３四半期
連結累計期間

第88期

会計期間
自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日

売上高 (百万円) 130,897 130,432 166,981

経常利益 (百万円) 5,639 4,402 5,964

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,972 2,492 3,042

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 3,586 3,619 5,326

純資産額 (百万円) 46,078 51,617 47,818

総資産額 (百万円) 133,085 139,777 134,862

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 44.18 37.05 45.23

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 32.4 34.2 33.3
 

　

回次
第88期

第３四半期
連結会計期間

第89期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日

自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 8.82 3.70
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

　

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府・日銀の金融緩和政策による円安の進

行・株価の上昇が続いたことにより、個人消費や輸出の改善が見られるなど、景気は緩やかに回復

する状況で推移いたしました。

当第３四半期連結累計期間における清涼飲料業界の状況につきましては、９月は秋雨前線や台風

上陸などの影響により大きくブレーキがかかったものの、総じていえば、空梅雨の影響や、夏場の

猛暑、熱中症予防意識の高まり等により、大幅に需要が増えたため、業界全体では前年を上回る結

果となりました。

　カテゴリー別でみますと、缶コーヒーは、コンビニエンスストアのカウンターコーヒーが広く普

及したことなどにより、前年を割り込む結果となりましたが、炭酸飲料につきましては、特定保健

用食品であるコーラ飲料を中心に引き続き好調を維持し、また、果汁飲料やミネラルウォーター、

機能性飲料につきましても前年を上回る結果となりました。

　食品缶詰業界につきましては、円安により輸入原料が高騰するなか、水産缶詰は、サバやサンマ

をはじめとする原料の水揚げが、海水温が高い状況が続き、また、悪天候による休漁も重なり、前

年を下回る結果となりました。また、農産缶詰につきましても、豪雨や突風など、天候要因による

原料事情の悪化により国内生産は減少いたしました。

　
（容器事業）

飲料用スチール空缶につきましては、主力の缶コーヒー分野の市場が低調に推移するなか、受注

製品の販売が好調でありましたため、飲料用スチール空缶全体では前年を上回る販売となりまし

た。

　食品缶詰用空缶につきましては、業界の動向に連動し、水産缶詰、農産缶詰ともに前年を下回る

結果となりました。

　つぎにプラスチック容器につきましては、積極的な営業活動を続けてまいりましたものの、お客

様によるボトル成形から充填までの一貫生産の拡大の影響を受け、飲料用のペットボトルおよび無

菌充填用プリフォーム（ボトル成形前の中間製品）は前年を下回る販売となりました。

　また、食品用ペットボトルにおきましても、醤油ボトルは前年並みの販売となりましたが、食用

油ボトルが中元商品の販売が減少したため、食品用ペットボトル全体では前年を下回る結果となり

ました。

　一般成形品につきましては、食器用洗剤等の販売が減少となりましたが、化粧品関連商品や農

薬・園芸品関連商品が好調であり、また、バッグインボックスにつきましても前年を上回る販売と

なりましたため、一般成形品全体としては前年を上回る販売となりました。

　エアゾール用空缶につきましては、新製品の受注に力を注いでまいりましたが、消臭剤などの家

庭用品や燃料ボンベ缶が減少したため、前年を下回る販売となりました。

　美術缶につきましては、お客様による他の包材への移行が進むなど業界を取り巻く環境は依然と

して厳しい状況が続いており、また、ギフト商品の低迷もありましたため、美術缶全体では前年を

下回る販売となりました。

以上の結果、容器事業全体の売上高は36,791百万円と前年同期に比べ4.8％の減少となりました。
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（充填事業）

缶製品につきましては、炭酸製品は前年並みに推移したものの、東日本地区ではコーヒー製品が

新製品の受注やマルチパック対応等により増加し、また、西日本地区ではリシール缶（ボトル缶）

が新製品の獲得により、大きく増加したため、缶製品全体では前年を上回る販売となりました。

　ペットボトル製品につきましては、ホットパック用小型および大型ペットボトル製品では、新製

品の受注に加え、麦茶等で増産となりましたものの、無菌充填システムによる小型アセプティック

製品は設備の定期修理の実施等により減産となりましたため、ペットボトル製品全体では前年を下

回る販売となりました。

以上の結果、充填事業全体の売上高は89,835百万円と前年同期に比べ1.5％の減少となりました。

　
（機械製作事業）

機械製作部門につきましては、製缶機械や充填機等の受注の他、新素材のウッドプラスチックを

利用したパレット溶融機を新規に受注してまいりましたが、カタログ製品である液体小袋充填機や

自動車用クラッチ板への摩擦材貼り付け省力機械、金型製作事業等の受注が減少したため、機械製

作事業全体の売上高は806百万円と前年同期に比べ22.6％の減少となりました。

　
（その他）

インドネシアにおいて容器（ペットボトル）製造から、内容物の充填までを一貫しておこなう

PT.HOKKAN INDONESIAは、経済成長とともに拡大する清涼飲料市場において、コーヒー飲料（２５０

ｍｌ）を中心に順調に受注いたしました。

また、当期より、工場内の運搬作業等を行っております株式会社ワーク・サービスを連結の範囲

に含めたことによりその他全体の売上高は、2,999百万円となりました。

　
以上により、当第３四半期連結累計期間における売上高は130,432百万円と前年同期比0.4％の減

少となり、営業利益は3,578百万円（前年同期比23.2％減）、経常利益は4,402百万円（前年同期比

21.9％減）、四半期純利益は2,492百万円（前年同期比16.1％減）となりました。
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（2）財政状態の分析

　　（総資産）

当第３四半期連結会計期間末における総資産の残高は139,777百万円（前連結会計年度末は

134,862百万円）となり4,914百万円の増加となりました。これは所有株式の株価上昇等により投資

有価証券が増加（17,632百万円から20,513百万円へ2,880百万円の増）及び受取手形及び売掛金並び

に電子記録債権が増加（36,751百万円から38,186百万円へ1,435百万円の増）したことが主な要因で

あります。

　　（負債）

当第３四半期連結会計期間末における負債の残高は88,159百万円（前連結会計年度末は87,043百

万円）となり1,116百万円の増加となりました。これは借入金が増加（43,510百万円から45,550百万

円へ2,039百万円の増）したものの、設備関係未払金が減少（1,909百万円から1,136百万円へ773百

万円の減）したことが主な要因であります。

　　（純資産）

当第３四半期連結会計期間末における純資産の残高は51,617百万円（前連結会計年度末は47,818

百万円）となり3,798百万円の増加となりました。これは主に四半期純利益2,492百万円の計上、そ

の他有価証券評価差額金が増加（2,490百万円から3,597百万円へ1,107百万円の増）したことが主な

要因であります。

　
（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はあり

ません。

　

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、

その内容等（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

　

　株式会社の支配に関する基本方針について

（１）会社の支配に関する基本方針の内容の概要

当社は、当社の株主の在り方については、当社株式の市場における自由な取引を通じて決せられ

るものであり、当社の支配権の移転を伴う大規模買付行為の提案がなされた場合にこれに応じるべ

きか否かの判断も、最終的には株主の皆様の全体の意思に基づき行われるべきものと考えておりま

す。

しかしながら、大規模買付行為の中でも、その目的等からみて企業価値ひいては株主共同の利益

に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強要する恐れがあるもの、

当社の取締役会や株主の皆様が買付条件等について検討し、あるいは当社の取締役会が代替案を提

案するための十分な時間や情報を提供しないもの等については、当社の企業価値・株主共同の利益

の確保・向上を妨げ、個々の株主の皆様の判断に委ねるべき前提を欠くものと考えられます。

当社は、上記の例を含め、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を毀損する恐れのある不適切

な大規模買付行為又はこれに類似する行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者としては適切でないと考えております。

　
（２）会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

当社及び当社グループ（以下、総称して「当社グループ」といいます。）は、大正10年（1921

年）の創業以来、「品質本位に最善の努力を行い、最高の商品を提供する企業として、社会・文化

に貢献する。」との企業理念に立ち、容器・充填・機械製作事業等を営んでおります。

当社は、平成17年10月に純粋持株会社へ移行し、「グループ全体の最適な戦略立案」「事業会社

の経営執行の監督」「グループ資源の最適配分」を行ってまいりました。また、昨年までの中期経

営計画において、「グループシナジー効果の創出」「事業拡大のための新たなる取り組みへの挑

戦」「経営効率、経営品質の更なる向上」を推し進めてまいりました結果、その目標をほぼ達成す

ることができました。
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そして、平成23年度より新たに中期５ヵ年計画「ＡＣＴＩＶＥ－５」をスタートさせました。も

のづくり力の更なる強化や新たなるＴＰＳの構築により、「既存事業の持続的成長」を図ります。

また、新規事業や海外事業にも積極的に取り組むことで、「新たな事業展開への挑戦」を行ってま

いります。「活動的、積極的であること」を行動指針として当社グループが一体となり、今後の更

なる成長を目指してまいります。

上記のように、当社グループでは、多数の投資家の皆様に長期的に当社への投資を継続していた

だくため、企業価値ひいては株主共同の利益を向上させることに役員・社員一丸となって取り組む

とともに、経営の透明性・客観性の確保に努めております。これらの取組みは、会社の支配に関す

る基本方針の実現にも資するものと考えております。

　
（３）会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の

決定が支配されることを防止するための取組み

当社は平成20年5月15日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策

（買収防衛策）」を決定し、同年６月27日開催の定時株主総会においてご承認をいただいておりま

す。その後、同対応策の有効期限の満了を迎えたため、所要の変更を加えた上で、平成23年６月29

日開催の定時株主総会において、新たに買収防衛策（以下「本プラン」といいます。）を株主の皆

様にご承認いただいております。

　
(イ) 本プラン導入の目的

本プランは、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の

方針の決定が支配されることを防止するための取組みとして導入するものです。

　

当社取締役会は、当社株式に対して大規模な買付行為等が行われた場合に、株主の皆様が適切な

判断をするために、必要な情報や時間を確保し、買付者等との交渉等が一定の合理的なルールに

従って行われることが、企業価値ひいては株主共同の利益に合致すると考え、以下の内容の大規模

買付時における情報提供と検討時間の確保等に関する一定のルール（以下、「大規模買付ルール」

といいます。）を設定することとし、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって

大規模買付行為がなされた場合の対抗措置を含めた買収防衛策として本プランを導入することとい

たしました。

　
(ロ) 本プランの対象となる当社株券等の買付

本プランの対象となる当社株式の買付とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とするこ

とを目的とする当社株券等の買付行為、又は結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上

となる当社株券等の買付行為（いずれについても予め当社取締役会が同意したものを除き、また市

場取引、公開買付等の具体的な買付方法の如何を問いません。以下、かかる買付行為を「大規模買

付行為」といい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。）とします。

　
(ハ) 独立委員会の設置

本プランを適正に運用し、当社決定の合理性・公正性を担保するため、当社は、独立委員会規程

を定めるとともに、独立委員会を設置いたします。独立委員会の委員は３名以上とし、公正で中立

的な判断を可能とするため、当社の業務執行から独立している社外監査役又は社外有識者のいずれ

かに該当する者の中から選任します。

独立委員会は、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守したか否かの判断、大規模買付行為が当

社に回復し難い損害をもたらすなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損

なうか否かの判断、対抗措置の発動不発動の判断、発動した対抗措置の停止又は変更等の判断な

ど、当社取締役会の諮問に対して勧告するものとし、当社取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊

重するものとします。独立委員会の勧告内容については、その概要を適宜情報開示することとしま

す。

なお、独立委員会の判断が、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益に資するようにな

されることを確保するために、独立委員会は、当社の費用で、独立した第三者である専門家（ファ

イナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家）等の助言を

得ることができるものとします。
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(ニ) 大規模買付ルールの概要

当社が設定する大規模買付ルールとは、①事前に大規模買付者が当社取締役会に対して、必要か

つ十分な情報を提供し、②当社取締役会による一定の評価期間が経過した後に大規模買付行為を開

始する、というものです。

a．大規模買付者による当社に対する意向表明書の提出

大規模買付者が大規模買付行為を行おうとする場合には、大規模買付行為又は大規模買付行為の

提案に先立ち、提案する大規模買付行為の概要等を記載した意向表明書を、当社の定める書式によ

り当社取締役会に提出していただきます。

ｂ．大規模買付者による当社に対する必要情報の提供

当社取締役会は、意向表明書を受領した日から10営業日以内に、大規模買付者に対して、大規模

買付行為に関する情報として当社取締役会への提出を求める事項について記載した書面を交付し、

大規模買付者には、当該書面に従い、必要情報を、当社取締役会が適切と判断する期限までに当社

取締役会に書面にて提出していただきます。

なお、提出された必要情報について当社取締役会は速やかに独立委員会に提出することとしま

す。これを受けて独立委員会が精査した結果、独立委員会が、当該必要情報が大規模買付行為を評

価・検討するための情報として不十分であると判断した場合には、独立委員会は、直接又は当社取

締役会を通じて、大規模買付者に対して追加的に情報提供を求めることがあります。

また、大規模買付者が出現し、当該大規模買付者から大規模買付行為の提案があった事実及び当

社取締役会に提供された必要情報は、当社取締役会が、その全部又は一部を適時適切に開示しま

す。

なお、独立委員会が、大規模買付行為を評価・検討するための必要十分な情報が大規模買付者か

ら提出されたと判断した場合には、独立委員会は、直接又は当社取締役会を通じて、その旨の通知

を大規模買付者に発送するとともに、その旨を開示いたします。

c．当社取締役会による必要情報の評価・検討等

当社取締役会は、大規模買付行為の評価等の難易度に応じ、大規模買付行為が対価を現金（円

価）のみとする公開買付による当社の全株式の買付の場合は最長60日間、それ以外の場合は最長90

日間を当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成、代替案立案のための期間として設定しま

す。独立委員会は取締役会の意見及びその根拠資料並びに代替案等を受領した上、大規模買付行為

の内容の検討、大規模買付者と当社取締役会の経営計画・事業計画等に関する情報収集・比較検

討、当社取締役会の提供する代替案の検討等を行います。

当社取締役会は、独立委員会からの勧告を最大限尊重した上で、当社取締役会としての意見を慎

重にとりまとめ、開示いたします。また、必要に応じ、大規模買付者との間で大規模買付行為に関

する条件改善について交渉を行います。

d．取締役会の決議及び株主総会の開催

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、対抗措置発動又は不発動等に関する

会社法上の機関としての決議を行うものとします。

また、当社取締役会は、独立委員会が対抗措置の発動について勧告を行い、発動について株主総

会の決議を得ることが相当であると判断し、当社取締役会に対して株主総会の開催を要請する場合

には、株主の皆様に本プランによる対抗措置を発動することの可否を十分にご検討いただくための

期間（以下、「株主検討期間」といいます。）として最長60日間の期間を設定し、当該株主検討期

間中に当社株主総会を開催することとします。

株主総会において対抗措置の発動又は不発動について決議された場合、当社取締役会は、当該株

主総会の決議に従うものとします。当該株主総会が対抗措置を発動することを否決する決議をした

場合には、当社取締役会は対抗措置を発動いたしません。当該株主総会の終結をもって株主検討期

間は終了することとし、当社は、当該株主総会の結果を決議後適時適切に開示いたします。
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(ホ) 大規模買付行為が実施された場合の対応

a．大規模買付者が大規模買付ルールを順守しない場合

大規模買付者が大規模買付ルールを順守しなかった場合には、具体的な買付方法の如何にかかわ

らず、当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、当社グループの企業価値ひいて

は株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その他の法令等及び

当社定款が認める対抗措置をとることにより大規模買付行為に対抗する場合があります。

b．大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合

大規模買付者が大規模買付ルールを順守した場合には、当社取締役会は、仮に当該大規模買付行

為に反対であったとしても、当該大規模買付者による大規模買付行為の提案についての反対意見を

表明したり、代替案を提示するなど、株主の皆様を説得するに留め、原則として当該大規模買付行

為に対する対抗措置はとりません。大規模買付者の当該提案に応じるか否かは、株主の皆様におい

て、当該提案及び当社が提示する当該提案に対する意見、代替案等をご考慮の上、ご判断いただく

ことになります。

但し、大規模買付ルールが順守されている場合であっても、当該大規模買付行為が当社に回復し

難い損害をもたらすなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断

される場合には、例外的に当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、また、必要

に応じて株主総会の承認を得た上で、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を守るため

に必要かつ相当な範囲で、対抗措置の発動を決定することができるものとします。

　
(へ) 株主の皆様に与える影響等

a．大規模買付ルールが株主の皆様に与える影響等

大規模買付ルールは、株主の皆様が大規模買付行為に応じるか否かを判断するために必要な情報

や、現に当社の経営を担っている当社取締役会の意見を提供し、株主の皆様が代替案の提示を受け

る機会を確保することを目的としています。これにより株主の皆様は、十分な情報のもとで、大規

模買付行為に応じるか否かについて適切な判断をすることが可能となり、そのことが当社グループ

の企業価値ひいては株主共同の利益の保護につながるものと考えます。したがいまして、大規模買

付ルールの設定は、株主の皆様が適切な投資判断を行う上での前提となるものであり、株主の皆様

の利益に資するものであると考えております。

b．対抗措置発動時に株主の皆様に与える影響

大規模買付者が大規模買付ルールを順守しなかった場合又は大規模買付ルールが順守されている

場合であっても、大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど当社グループの企業価値

ひいては株主共同の利益を著しく損なうと判断される場合には、当社取締役会は、当社グループの

企業価値ひいては株主共同の利益を守ることを目的として、新株予約権の無償割当等、会社法その

他の法令等及び当社定款により認められている対抗措置をとることがありますが、当該対抗措置の

仕組み上、株主の皆様（大規模買付ルールを順守しない大規模買付者及び会社に回復し難い損害を

もたらすなど当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうと認められるような

大規模買付行為を行う大規模買付者を除きます。）が法的権利又は経済的側面において格別の損失

を被るような事態が生じることは想定しておりません。

　
(ト) 本プランの適用開始、有効期限及び廃止

本プランの有効期限は、平成26年６月に開催される当社定時株主総会終結の時までとします。

但し、本プランは、株主総会において承認可決され発効した後であっても、①当社株主総会にお

いて本プランを廃止する旨の決議が行われた場合、②当社取締役会により本プランを廃止する旨の

決議が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

また、本プランの有効期間中であっても、企業価値ひいては株主共同の利益の向上の観点から随

時見直しを行い、当社株主総会の承認可決を得て本プランの変更を行うことがあります。その場合

には、その変更内容を速やかに開示します。
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（４）本プランの合理性について（本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社グルー

プの企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会社役員の地位の維持を目的とするもので

はないことについて）

　
(イ) 当社グループの企業価値及び株主共同の利益の確保・向上の目的をもって導入されているこ

と

本プランは、当社株式に対する大規模買付行為等がなされた際に、当該買付に応じるべきか否か

を株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や時間を確保

し、又は株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とすることにより、当社グループ

の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるという目的をもって導入されるもので

す。

　
(ロ) 事前の開示

当社は、株主の皆様及び大規模買付者の予見可能性を高め、株主の皆様に適切な判断の機会を確

保するために、本プランを予め開示するものです。

また、当社は今後も、法令等に従い、必要に応じて適時適切な開示を行います。

　
(ハ) 株主意思を反映するものであること

本プランは、平成23年６月29日開催の第86回定時株主総会において、承認されたものであります

ので、株主の皆様のご意向が反映されることとなっております。

また、継続後は本プランの有効期間の満了前であっても、当社株主総会において本プランを廃止

する旨の決議が行われた場合には、本プランはその時点で廃止されることになり、株主の皆様のご

意向が反映されます。

　
(ニ) 独立性の高い社外者の判断の重視

当社は、本プランにおける対抗措置の発動等に関し、当社取締役会に対して勧告等を行う諮問機

関として、当社の業務執行から独立している委員で構成される独立委員会を設置します。

　

(ホ) 合理的な客観的発動要件の設定

本プランは、予め定められた合理的かつ詳細な客観的発動要件が充足されなければ発動されない

ように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しており

ます。

　
(ヘ) デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと

本プランは、当社の株主総会において選任された取締役により構成される取締役会によって廃止

することが可能です。したがって、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の

過半数を交代させてもなお、発動を阻止できない買収防衛策）ではありません。また、当社は取締

役の任期を１年としているため、本プランはスローハンド型買収防衛策（取締役会の構成員の交替

を一度に行うことができないため、対抗措置の発動を阻止するのに時間を要する買収防衛策）でも

ありません。

　
（4）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は729百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。

　
（5）従業員数

当第３四半期連結累計期間において、当社グループは工場内運搬作業等の請負業を営む株式会社

ワーク・サービスを連結の範囲に含めたことなどにより、その他事業において160名増加しておりま

す。

　これにより当社グループの従業員数は1,735名となっております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000
 

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成25年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(平成26年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 67,346,935 67,346,935
東京証券取引所
市場第一部

札幌証券取引所

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 67,346,935 67,346,935 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成25年10月１日～
平成25年12月31日

― 67,346,935 ― 11,086 ― 10,725

 

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。

① 【発行済株式】

平成25年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己株式)
普通株式 73,000

 

(相互保有株式)
普通株式 9,000

 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 66,988,000
 

　

66,988 ―

単元未満株式 普通株式 276,935
 

　

― ―

発行済株式総数 67,346,935 ― ―

総株主の議決権 ― 66,988 ―
 

　

② 【自己株式等】

平成25年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己株式） 　 　 　 　 　

ホッカンホールディングス
株式会社

東京都千代田区丸の内
２－２－２

73,000 ― 73,000 0.11

（相互保有株式） 　 　 　 　 　

トーウンサービス株式会社
埼玉県さいたま市大宮区
土手町１－４９－８

9,000 ― 9,000 0.01

計 ― 82,000 ― 82,000 0.12
 

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成25年10月１

日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４月１日から平成25年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、きさらぎ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,470 2,339

受取手形及び売掛金 33,652 33,020

電子記録債権 3,098 5,166

商品及び製品 5,328 4,825

仕掛品 2,191 2,327

原材料及び貯蔵品 2,209 2,120

繰延税金資産 758 844

その他 2,975 3,349

貸倒引当金 △20 △22

流動資産合計 51,663 53,970

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,733 20,506

機械装置及び運搬具（純額） 20,044 18,976

土地 15,788 15,791

リース資産（純額） 1,037 1,020

建設仮勘定 2,360 2,953

その他（純額） 356 398

有形固定資産合計 60,319 59,647

無形固定資産 1,404 1,262

投資その他の資産

投資有価証券 17,632 20,513

長期貸付金 517 1,041

繰延税金資産 95 70

その他 3,347 3,395

貸倒引当金 △118 △123

投資その他の資産合計 21,474 24,896

固定資産合計 83,199 85,806

資産合計 134,862 139,777
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 28,754 28,980

短期借入金 12,385 21,181

リース債務 338 361

未払法人税等 1,142 650

賞与引当金 800 348

その他 7,968 7,746

流動負債合計 51,389 59,268

固定負債

長期借入金 31,125 24,368

リース債務 956 878

繰延税金負債 277 907

退職給付引当金 2,296 1,968

長期未払金 208 98

その他 790 668

固定負債合計 35,654 28,891

負債合計 87,043 88,159

純資産の部

株主資本

資本金 11,086 11,086

資本剰余金 10,750 10,750

利益剰余金 20,532 22,692

自己株式 △23 △24

株主資本合計 42,345 44,504

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 2,490 3,597

繰延ヘッジ損益 △5 11

為替換算調整勘定 34 △240

その他の包括利益累計額合計 2,519 3,368

少数株主持分 2,953 3,744

純資産合計 47,818 51,617

負債純資産合計 134,862 139,777
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

売上高 130,897 130,432

売上原価 116,039 116,398

売上総利益 14,857 14,034

販売費及び一般管理費 10,196 10,455

営業利益 4,660 3,578

営業外収益

受取利息 7 12

受取配当金 224 198

持分法による投資利益 807 770

受取賃貸料 134 53

その他 320 223

営業外収益合計 1,494 1,258

営業外費用

支払利息 396 344

その他 119 90

営業外費用合計 516 434

経常利益 5,639 4,402

特別利益

固定資産売却益 5 －

投資有価証券売却益 － 30

特別利益合計 5 30

特別損失

固定資産除却損 196 214

固定資産売却損 0 －

減損損失 466 －

その他 0 0

特別損失合計 663 214

税金等調整前四半期純利益 4,981 4,218

法人税、住民税及び事業税 1,624 1,276

法人税等調整額 18 48

法人税等合計 1,642 1,325

少数株主損益調整前四半期純利益 3,338 2,893

少数株主利益 366 400

四半期純利益 2,972 2,492
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,338 2,893

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 230 994

繰延ヘッジ損益 △6 9

為替換算調整勘定 △18 △404

持分法適用会社に対する持分相当額 42 127

その他の包括利益合計 247 726

四半期包括利益 3,586 3,619

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 3,222 3,341

少数株主に係る四半期包括利益 363 278
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はありません。

　

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

   連結の範囲の重要な変更

第１四半期連結会計期間より、重要性が増した株式会社ワーク・サービスを連結の範囲に含めております。
 

　

(会計方針の変更等)

該当事項はありません。

　
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

該当事項はありません。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　　　債務保証

　従業員の金融機関からの借入金に対して、保証を行っております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

従業員 14百万円 14百万円
 

　

　借入金に対して保証を行っております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成25年12月31日)

ユニバーサル製缶㈱ 1,430百万円 219百万円
 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりで

あります。

　

　
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

減価償却費 6,098百万円 5,817百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年５月11日
取締役会

普通株式 252 3円75銭 平成24年３月31日 平成24年６月12日 利益剰余金

平成24年11月９日
取締役会

普通株式 252 3円75銭 平成24年９月30日 平成24年12月10日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年５月10日
取締役会

普通株式 252 3円75銭 平成25年３月31日 平成25年６月10日 利益剰余金

平成25年11月６日
取締役会

普通株式 252 3円75銭 平成25年９月30日 平成25年12月９日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変更がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

　　　１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
容器
事業

充填
事業

機械製作

事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

（1）外部顧客への売上高 38,630 91,224 1,041 130,897 ― 130,897 ― 130,897

（2）セグメント間の内部
　売上高又は振替高

9,114 ― 2,203 11,317 ― 11,317 △11,317 ―

計 47,744 91,224 3,245 142,214 ― 142,214 △11,317 130,897

セグメント利益又は損失（△） 1,343 4,415 △33 5,725 △213 5,511 △850 4,660
 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業であります。

　２　セグメント利益の調整額△850百万円には、セグメント間取引消去115百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△966百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の

一般管理費であります。

　３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
　　　２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

    （固定資産に係る重要な減損損失）

　容器事業セグメントにおいて、営業活動から生じるキャッシュ・フローが継続してマイナスであ

る工場における資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減損いたしました。なお、当該減損損

失の計上額は460百万円であります。

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計
容器
事業

充填
事業

機械製作

事業
計

減損損失 460 5 － 466 － － 466
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）３
容器
事業

充填
事業

機械製作

事業
計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客への売上高 36,791 89,835 806 127,433 2,999 130,432 ― 130,432

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

9,661 ― 3,530 13,191 1,218 14,410 △14,410 ―

計 46,452 89,835 4,337 140,625 4,218 144,843 △14,410 130,432

セグメント利益又は損失（△） △69 4,196 100 4,227 151 4,378 △800 3,578
 

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、海外事業及び工場内運搬作業等

の請負事業であります。

　２　セグメント利益の調整額△800百万円には、セグメント間取引消去155百万円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用△955百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない提出会社の

一般管理費であります。

　３　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　
(金融商品関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(有価証券関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(デリバティブ取引関係)

四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 44円18銭 37円05銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(百万円) 2,972 2,492

普通株主に帰属しない金額 － －

普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 2,972 2,492

普通株式の期中平均株式数(千株) 67,273 67,270
 

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第89期(平成25年４月１日から平成26年３月31日まで)中間配当については、平成25年11月６日開催の取

締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行

うことを決議し、配当を行っております。

　①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　252百万円

　②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　3円75銭

　③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　平成25年12月９日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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きさらぎ監査法人

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   　佐　野　　允　夫　　　印

指定社員
業務執行社員

　公認会計士   　竹　見   　浩　　　　印

独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成26年２月12日

ホッカンホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

 

　

 

　
 

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ホッカンホールディングス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四
半期連結会計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年４
月１日から平成25年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期
連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ホッカンホールディングス株式会社及び連
結子会社の平成25年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績
を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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